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1．鳥栖市農業委員会の取組みについて 

 

①農業委員会の体制 
  農業委員１１名、農地利用最適化推進委員１５名 
  （令和２年７月２０日～令和５年７月１９日） 

 
②鳥栖市の概況等 
鳥栖市は、佐賀県の東端に位置し、北は九千部山、南は筑後川、その間に市街地

のなだらかな丘陵地帯と約１，２００ｈａの水田地帯が広がっています。 
米・麦・大豆等の生産のほか、アスパラガス、じゃがいも、玉ねぎ、キャベツ等の

生産も行われております。 
 
③鳥栖市農業委員会の取組み 

 担い手への農地利用の集積・集約化、遊休農地
の発生防止・解消、新規参入の促進等について、
地域における現場活動を日々、行っています。 

この活動のほかに、鳥栖市農業委員会独自の
活動として、市内全８小学校の３～５年生を対
象に、学校給食週間に合わせて、学校ごとに担当
地区の委員が、農業についての講義を行ってい
ます。 

 
農業や食に関して子どもたちの関心を高

めるよう、地産地消・農業の楽しさ・農作物
についてなど、様々なテーマを工夫した内容
となっています。 

講義後は、子どもたちと一緒に給食を食べ
ながら、農業の話をしたり交流を図る活動を
しています。（令和２年度は、新型コロナ感
染防止のため給食交流は中止となりました。）  

 

農業会議だより 

１．鳥栖市農業委員会の取組みについて 
２．令和３年度臨時理事会、臨時総会を開催 
３．農業者年金加入推進特別研修会を開催 
４．農業簿記講習会を開催 
５．「さが農業経営相談所」における担い手育成支援 
６．佐賀県農業大学校 学生募集･新規就農者養成講座のお知らせ 
７．農地中間管理事業のご紹介〔農業公社〕 
８．農業者年金の加入推進について 
９．全国農業新聞の普及推進／全国農業図書の紹介 
10．常設審議委員会の結果（７・８月）／11．行事予定 



○理事 ○常設審議委員 

○監事 

2．令和 3 年度臨時理事会、臨時総会を開催 

 

農業委員会の改選に伴い、令和３年８月１２日（木）に臨時理事会、２６日（木）

に臨時総会を開催し、常設審議委員及び理事の選任について承認いただきました。 

 新しい理事及び常設審議委員は次のとおり（※印）です。今後ともよろしくお願

いいたします。 

 

 

 

  

所属機関名 役職名 氏名 

佐賀市農業委員会 会長 大園敏明 

唐津市農業委員会 会長 山崎正廣 

鳥栖市農業委員会 会長 佐藤敏嘉 

伊万里市農業委員会 会長 山口友三郎 

小城市農業委員会 会長 江里口泰信 

吉野ヶ里町農業委員会 会長 中村榮憲 

江北町農業委員会 会長 大串俊實 

太良町農業委員会 会長 秀島克博※ 

佐賀県農業協同組合

中央会 

会長 金原壽秀 

佐賀県農業共済組合 組合長理事 松尾雅宏 

佐賀県農業協同組合 副組合長 楠泰誠 

公益社団法人 

佐賀県農業公社 

専務理事 古賀俊光 

全国共済農業協同 

組合連合会佐賀県本部 

本部長 大串成幸 

佐賀県農業会議 事務局長 溝口宜彦 

所属機関名 役職名 氏名 

佐賀市農業委員会 会長 大園敏明 

唐津市農業委員会 会長 山崎正廣 

鳥栖市農業委員会 会長 佐藤敏嘉 

多久市農業委員会 会長 小園敏則 

伊万里市農業委員会 会長 山口友三郎 

武雄市農業委員会 会長 佐佐木幸夫 

鹿島市農業委員会 会長 織田博吉※ 

小城市農業委員会 会長 江里口泰信 

嬉野市農業委員会 会長 石橋勇市※ 

神埼市農業委員会 会長 西村睦雄 

有田町農業委員会 会長 藤俊信 

佐賀県農業協同組合

中央会 

会長 金原壽秀 

佐賀県農業共済組合 組合長理事 松尾雅宏 

佐賀県農業協同組合 副組合長 楠泰誠 

佐賀県信用農業協同

組合連合会 

副会長 堤武彦 

佐賀県土地改良事業

団体連合会 

専務理事 髙田俊行 

全国共済農業協同 

組合連合会佐賀県本部 

本部長 大串成幸 

佐賀県議会議員 

（学識経験者） 

県議会議員 土井敏行 

佐賀県農業会議 

（学識経験者） 

事務局長 

 

溝口宜彦 

 

所属機関名 役職名 氏名 

上峰町農業委員会 会長 髙島正典 

玄海町農業委員会 会長 世戸富士夫 



３．農業者年金加入推進特別研修会について 
 

農業者年金基金・ＪＡ中央会・農業会議は、

7 月 19 日、佐賀市内で農業者年金加入推進特

別研修会を開催し、加入推進部長等約 120 名

が参加しました。 

 冒頭に、昨年度の加入推進に大きな功績のあ

った農業委員会とＪＡに対し農業者年金事業

表彰が行われました。 

 講演では、農業者年金広域推進協力員の田中

圭介氏（写真）が自身の 20 代を振り返り「若

い頃には年金など考えたこともなかったが、地

元の農業委員の勧めと親の後押しがあって年

金に加入した。周りの人が積極的に関与して、

将来の備えの必要性に気付かせることが大切」と、加入推進の重要性を語りました。 

 また加入推進取組事例として、唐津市農業委員会農業委員の阿部太氏が、自身が

推進して加入に繋がった取組みなどを話しました。 

 
  ◎令和 2 年度農業者年金事業表彰 

佐賀市農業委員会 
新規加入目標数 5 人から 9 人の部門 第 3 位 

新規加入者数の部門 第 9 位 

唐津市農業委員会 

新規加入目標数十人以上の部門 第 1 位 

新規加入者数の部門 第 6 位 

女性新規加入者数の部門 第 7 位 

ＪＡさが 
青年層新規加入者数の部門 第 1 位 

新規加入者数の部門 第 2 位 

ＪＡからつ 女性新規加入者数の部門 第 7 位 
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４．農業簿記講習会を開催 
 

農業会議では、経営能力の高い農業の担い手を育成・支援するため、毎年８月頃

に｢農業簿記講習会｣を開催しています。 

市町農業委員会や農業改良普及センターなどが農業者に参加を呼びかけ、今年は

１5 人が受講。８月４日～９月１日の毎週水曜に全５回実施しました。 

1 回目は座学で、簿記の基礎から複式簿記の一連の流れについて学び、２回目以

降は、簿記ソフトによる実践演習を通じて、開始貸借対照表の作成や取引の仕訳、

決算修正、決算書の作成の仕

方などを習得しました。 

佐賀市兵庫町で米・麦、大

豆６㌶の土地利用型農業に

取り組む公門康さん（３９）

は「昨年１０月に父親から経

営移譲を受けて経営主にな

った。日々の農業経営や大型

トラクターの導入など機械

設備の充実を図る際の経営

資金の状況をしっかり把握

するためにも複式簿記をマ

スターしたい」と話されまし

た。 

 

また、ＪＡのトレーニングファーム（TF）

でも各 2 日間の日程で講習会を実施。6 月に

武雄 TF（キュウリ）、7 月に鹿島 TF（トマト）、

8 月に白石 TF（イチゴ）で実施しました。 

受講した研修生は、就農に向けて安定した

経営を目指すべく、慣れないパソコン操作に

苦戦しながらも熱心に取り組まれていまし

た。 

 
 

  

講習会チラシ⇒ 
来年度も８月頃に予定しています。 
簿記について質問などありましたら
お気軽にお問い合わせください。 



５．「さが農業経営相談所」における担い手育成支援 

 

Ⅰ．「さが農業経営相談所」の活動 

佐賀県担い手育成総合支援協議会では、佐賀県や JA など構成機関とともに、

重点指導農業者を選定し、農業者ごとの発展プランを作成し、その実現に向けて

専門家の派遣など、担い手が抱える経営上の課題に対して、伴走支援を行ってい

ます。 

 

Ⅱ．佐賀さいこう農業経営体育成プロジェクトと連携 

本年度は佐賀県が行う「本県農業の発展のために将来必要と考えられる全国ト

ップクラスと同等の先駆的な経営モデル『佐賀さいこう農業経営体』を育成する

プロジェクト」と連携しながら、取組を行っています。 

 

Ⅲ．取組状況 

現在 38 経営体を重点指導農業者に選定し、各地で取組を実施しており、4 月

27 日の杵島農業改良普及センターの顔合わせ会を皮切りに、支援機関によるチー

ム会議を６回、重点指導農業者ごとの個別チーム会議を 16 回、対象農業者 33 名、

重点指導農業者も加わった個別戦略会議を 9 回、対象農業者 15 名など、多くの

打ち合わせを通じて、農業者への伴走支援を実施しています。 

 

Ⅳ．発展プランの例 

そのなかで、農業者と経営診断しながら作成している発展プランの主なものと

して、①資金計画に見合った規模拡大、施設整備②収量品質低下のない規模拡大、

施設整備③労働力を確保しやすい雇用体制づくり④右腕の育成⑤経営継承、ライ

フプランの作成⑥法人化その他などがあります。 
 
 

  

相談所コーディネーター、農業経営アドバイザー、中小企業診断士、
普及センター職員による個別チーム会議 



６．佐賀県農業大学校 学生募集･新規就農者養成講座のお知らせ 
 

★令和 4 年度佐賀県農業大学校学生募集★ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

★社会人のための新規就農希望者養成講座受講者募集★ 

 

  

―令和４年度佐賀県農業大学校 学生募集概要― 
 ◇募集定員 
  本科（２年制）…５０名  専科（１年制）…若干名 
   ▶米麦大豆、野菜、果樹、花き、畜産などが学べます。 
    生産から加工や販売など６次産業化にも対応。 
 
 ◇応募資格 
  既高卒者又は令和４年３月高卒見込の者 
 
 ◇入学試験日 
  ・推薦入試（高校長推薦）…令和３年１０月８日（金） 
  ・一般入試（一次）   …令和３年１２月１０日（金） 
    〃  （二次）   …令和４年２月１８日（金） 
 

佐賀県農業大学校養成部教務担当 ☎0952-45-2144 FAX:0952-34-7004 
Web: https://www.pref.saga.lg.jp/kiji00375020/index.html 

 

・応募資格…農業に関心のある６５歳未満社会人（定員１０名程度） 
・申込書の提出等については農業大学校 HP をご覧下さい。 
 ⇒https://www.pref.saga.lg.jp/kiji00371689/index.html 
 

佐賀県農業大学校研修部農業研修課 ☎0952-45-2145 FAX:0952-34-7004 

 

https://www.pref.saga.lg.jp/kiji00375020/index.html
https://www.pref.saga.lg.jp/kiji00371689/index.html


７．農地中間管理事業のご紹介〔農業公社のページ〕 

〇農地中間管理機構とは？ 

平成２６年度に「信頼できる農地農中間的受け皿」として全都道府県に設置された仕組みで、
佐賀県では佐賀県農業公社が、県・市町・農業委員会・ＪＡと連携しながら取り組んでいます。 

 
〇農地中間管理機構は次のようなときなどに活用できます 

・リタイヤするので農地を貸したい
とき 

・認定農業者や法人などが地域の担
い手として農地を借りて規模拡大

したいとき 
・新規就農するので農地を借りたい

とき 
・利用権を交換して、分散した農地

をまとめたいとき 
 

 

 

 

 

〇農地中間管理事業のこれまでの主な実績 
平成２６年度の制度開始から昨年度末までの累計実績は、借受ベースで 4,750ha、貸し付けベー

スで 4,911ha となっており、ストック面積は 4,463ha となっています。 
県内の耕地面積に占める中間管理事業のストック面積は約 9％となっています。 

 

〇農地中間管理事業の今後の推進 
農地中間管理事業による貸借は次のようなメリットがあります。引き続き各地域での活用推進

をよろしくお願いします。 
 ・地域の担い手や法人に農地を集約する時に利用権の変更手続きが容易にできる 

 ・複数の地権者への賃料も公社が確実に一括で引落、支払いをするので手間が省ける 
 ・要件を満たせば地権者は固定資産税が一定期間減免される 

・農地耕作条件改善事業（暗渠排水・畦畔除去）など国の事業では中間管理事業の活用を要件
とするものや採択を優遇するものがある  



8．農業者年金の加入推進について  

      

     農業者年金のよくある質問 

  農業者年金を加入推進する上で、対象者 

 からは様々な質問があります。 

  ここではそういった質問の一部を取り上 

げています。 

 ほかにも色んな質問などが想定されます 

ので、パンフレットなどを通して制度をよ 

く理解していただき、推進をお願いします！ 

6・7月

新規加入者

今年度

目標達成率

武 雄 市 1 200%

有 田 町 1 100%

計 2
※加入があった市町のみ

6・7月新規加入状況



９.全国農業新聞の普及推進について

1 佐 賀 市 209 219 10 11 吉 野 ヶ 里 町 38 47 9
2 唐 津 市 120 142 22 12 基 山 町 19 31 12
3 鳥 栖 市 42 53 11 13 上 峰 町 17 20 3
4 多 久 市 46 67 21 14 み や き 町 30 59 29
5 伊 万 里 市 72 88 16 15 玄 海 町 30 35 5
6 武 雄 市 71 90 19 16 有 田 町 41 48 7
7 鹿 島 市 69 83 14 17 大 町 町 20 25 5
8 小 城 市 60 75 15 18 江 北 町 43 49 6
9 嬉 野 市 71 72 1 19 白 石 町 54 70 16

10 神 埼 市 69 80 11 20 太 良 町 41 48 7
農 業 会 議 93 98 5

1,255 1,500 245

◎全国農業図書の紹介

　　　刊行一覧はこちらから⇒ https://www.nca.or.jp/tosho/

◎9月時点の全国農業新聞購読状況

部数 目標
必要
部数

市　町 部数

合計

必要
部数

市　町 目標

令和３年度版農家相談の手引き
農地法の解説 改訂三版

税込500円
令和3年度版

よくわかる農家の青色申告

情報活動の意義と役割―

農地利用の最適化は、情報提供活動から
農業委員会法第６条３項には、農業委員会の情報提供活動が明記されていますので、「全国農業新
聞」を活用して農業委員会業務と農業の動きを情報提供していきましょう。

平成２８年の農委法改正の最重点に位置付けられた農地利用最適化業務は、各地の先進的・特徴的
な取り組みに学び、国等の施策を正確に農業の現場に浸透させることが必要不可欠です。

「『情報提供活動』無くして『農地利用の最適化』無し！」を合言葉に、全国農業新聞・全国農業図書を

情報提供活動の最有力ツールに位置付け、農地利用の最適化達成を目指しましょう。

★紙面の内容★

●１週間の農政ニュース ●農政や技術の解説 ●地域活性化に関する事例紹介 ●週替わりのコラム
●経営管理、労務管理、農産物販売促進、農村女性活躍Ｑ＆Ａ ●農業委員会の特徴的、先進的活動

●鳥獣害対策 ●農地の法律相談 ●地方ごとの農業委員会活動、頑張る農業者の記事、イベント情報

https://www.nca.or.jp/tosho/


１０．常設審議委員会結果（令和３年７・８月）

<農地法関係処理状況>

○審議件数

○田畑別件数及び面積(㎡) ※田・畑の混合案件があるため、件数の計が一致しない。

１１．今後の行事予定

　農地法第４条、第５条及び第４１条の規定により県農業委員会ネットワーク機

構(佐賀県農業会議)に意見を求められた案件について、常設審議委員会において

審議されました。

　第64回、第65回の件数及び面積については、以下のとおりです。

第４条 １

第４条･第５条 １

第５条 ８

第４条 ２

第５条 ３

第４１条 ２

第64回 ７月15日

第65回 ８月17日

件数 面積 件数 面積 件数 面積

第４条 1 3,208        1 1,095      0 4,303         
第４条･第５条 0 -               1 3,402      1 3,402         

第５条 6 30,268      4 12,784    ８ 43,052       

第４条 0 -               2 10,678    0 10,678       

第５条 1 8,722        2 12,324    11 21,046       

第４１条 2 5,292 0 - 2 5,292

第65回 ８月17日

畑 計

第64回 ７月15日

回数 開催日 区分
田

月 日 時間 場所 内容

13:30 第６６回常設審議委員会

15:00 市町農業委員会会長会議

8 13:30 グランデはがくれ 市町農業委員会事務局長会議

13:30 佐賀総合庁舎 第６７回常設審議委員会

16:00 県庁 「農地利用の最適化の取り組みを強化するための意見書」提出

25 13:00 福岡市・Web 九州・沖縄ブロック農業委員会女性委員研修会

10

9 15 グランデはがくれ

15


